
Ⅱ．総括表
【通関貿易】

2016年度　実績 2017年度　見込み 2018年度　見通し

（10億円） 対前年度比増減
（伸び率） （10億円） 対前年度比増減

（伸び率） （10億円） 対前年度比増減
（伸び率）

通関貿易収支 4,000 +5,105 4,029 +29 4,279 +250

輸　　出 71,525 （-3.5%） 79,194 （10.7%） 81,792 （3.3%）
数量要因 2.4% 5.4% 2.0%

価格要因 -5.8% 5.0% 1.3%

輸　　入 67,525 （-10.2%） 75,165 （11.3%） 77,513 （3.1%）
数量要因 0.5% 2.8% 2.4%

価格要因 -10.7% 8.3% 0.7%

【経常収支】
2016年度　実績 2017年度　見込み 2018年度　見通し

（10億円） 対前年度比増減
（伸び率） （10億円） 対前年度比増減

（伸び率） （10億円） 対前年度比増減
（伸び率）

貿易・サービス収支 4,391 +5,414 4,899 +508 5,376 +477

貿易収支 5,773 +5,443 6,007 +235 6,318 +311

輸　出 70,679 （-3.4%） 78,257 （10.7%） 80,824 （3.3%）
輸　入 64,906 （-10.9%） 72,249 （11.3%） 74,506 （3.1%）

サービス収支 ▲1,382 -29 ▲1,108 +273 ▲942 +166

第一次所得収支 18,083 -2,814 19,998 +1,916 20,556 +558

第二次所得収支 ▲2,092 -81 ▲2,127 -35 ▲2,157 -30

経常収支 20,382 +2,520 22,770 +2,388 23,774 +1,004

（注）金額は表示単位未満を四捨五入しているため計算が合わないことがある。

【前提条件】

2016年 2017年 2018年

世界貿易　　　（暦年） 2.3　% 3.9　% 4.0　%

世界経済　　　（暦年・実質） 3.2　% 3.6　% 3.6　%

米　　国 1.5　% 2.2　% 2.3　%

ユーロ圏 1.8　% 2.1　% 1.9　%

アジア新興国 6.4　% 6.5　% 6.5　%

日本経済　　　（年度・実質） 1.3　% 1.6　% 1.2　%

（注 1）アジア新興国は IMF定義による Emerging and developing Asia。

（注 2） 上記の前提条件に加え、11月中旬の外国為替市場および原油市場の動向を参考に、円相場は 2017年度 111円 /
ドル、2018年度 114円 /ドル、原油入着価格は 2017年度 52ドル /バレル、2018年度 53ドル /バレルとの
前提条件をおいて積み上げ作業を実施。
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Ⅰ．要　旨
１．商品別貿易の見通し（通関ベース）
●　2017年度 ～ 世界経済の回復と円安を背景に、2年連続で 4兆円規模の貿易黒字
　輸出総額は、前年度比 10.7％増の 79兆 1,942億円となる。内訳は、輸出数量は同 5.4％増、

輸出価格は同 5.0％上昇。世界経済の回復により輸出数量は増加し、また為替が円安傾向になっ

たことから、輸出総額は 3年ぶりの増加に転じる。

　輸入総額は、前年度比 11.3％増の 75兆 1,651億円となる。内訳は、輸入数量は同 2.8％増、

輸入価格は同 8.3％上昇。資源価格が底打ち後やや回復していることや、建設・自動車など好調

な内需、円安傾向を背景に、輸入総額は 4年ぶりの増加に転じる。

　輸入より輸出の増加幅が若干大きいことから貿易黒字は拡大。

●　2018年度 ～ 円安傾向の影響も受けて輸出総額は 80兆円超え、既往第 2位の高水準
　輸出総額は、前年度比 3.3％増の 81兆 7,922億円となる。世界経済が引き続き成長軌道にあ

ることに加え円安傾向が継続するため、輸出数量は同 2.0％増、輸出価格は同 1.3％上昇する。

　輸入総額は、前年度比 3.1％増の 77兆 5,128億円となる。内訳は、輸入数量は同 2.4％増、

輸入価格は同 0.7％上昇。円安による金額の増加がある一方で、一部資源は原料価格の下落や国

内市場の縮小により減少となる。

２．経常収支の見通し
●　2017年度 ～ 経常収支は 4年連続で黒字拡大
　経常収支は 22兆 7,700億円の黒字となる。前年度の黒字である 20兆 3,818億円を上回り、4

年連続で黒字が拡大。

　内訳は、貿易収支が輸入より輸出の増加幅が若干大きく、6兆 73億円に黒字が拡大。サービ

ス収支は受取増により赤字が 1兆 1,085億円に縮小。第一次所得収支は、直接投資収益が増加

することに加え、円安傾向により黒字が 19兆 9,982億円に拡大。

●　2018年度 ～ 経常収支は 23兆円超え、既往第 2位の黒字
　経常収支は 23兆 7,743億円の黒字となり、リーマン・ショック前の 2007年度に記録した 24

兆 3,376億円に次ぐ既往第 2位の黒字。

　内訳は、貿易収支は輸入を上回る輸出の拡大により 6兆 3,179億円の黒字。サービス収支は

受取増などにより赤字が縮小し、赤字額は 9,421億円と 1兆円を下回る。第一次所得収支は 20

兆 5,560億円に黒字が拡大。
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が徐々に小さくなっているのも見逃せない。貿易収支などと合算した経常収支は、見通しでは
2018年度には 23兆 7,743億円の黒字と、リーマン・ショック前の 2007年度に記録した 24兆
3,376億円に次ぐ既往第 2位の黒字を記録すると予測している。

　なお、見通しより実績が大きく下回るリスク要因については、①中国経済の急激な減速、②
米トランプ政権の貿易収支均衡政策、③ 10年サイクルで生じている世界的規模の経済混乱、と
考えている。

Ⅳ．商品別貿易の見通し（通関ベース）
１．輸　　出

◆◇◆ 2017年度◆◇◆
　輸出は、世界経済の回復による数量増と円安傾向により、前年度比 10.7％増と増加に転じる。
内訳は輸出数量が同 5.4％増、輸出価格は同 5.0％上昇となる。
　商品別に見ると、前年度比の伸び率では原料品が 18.2％増と最大で、価格が上昇基調の鉄ス
クラップ、自動車関連需要で数量が増加する生ゴムなどの伸張が目立つ。また、化学製品は海
外の需要増を背景に市況が改善し、14.3％の増加に転じる。内訳では、精油・香料及び化粧品
類は 2016年度に輸出金額が輸入金額を上回るなど引き続き好調が見込まれる。
　輸出額に与える影響では、金額の大きい一般機械、電気機器がそれぞれ 12.0％増と伸びてい
ることが大きい。一般機械の内訳では、米国や中国向けの車両用内燃機関を中心に原動機の数
量が増加したほか、半導体需要を背景にアジア向けの半導体製造装置も伸びている。電気機器
ではスマートフォン、自動車の電動化を背景として半導体等電子部品が好調で、関連した機器
についても同様に好調である。その他も増加しているが、スマートフォン向けのパネルが伸び
ていることも寄与している。
　輸送用機器は主力の米国向け自動車が堅調で、5.0％の増加。自動車の部分品も米国・中国向
けが好調。船舶については 2016年度に落ち込んだ分が元に戻った状況である。
　原料別製品も 10.9％増となっている。鉄鋼は国内需要が底堅く、数量は減少するものの中国
からの輸出減少により価格が上昇。非鉄金属では銅の価格上昇の影響が大きいほか、セメント
などの非金属鉱物製品やゴム製品なども価格が上昇に転じている。鉱物性燃料は原油価格の回
復により価格が上昇して輸出金額が増加。食料品は和牛など日本産品への需要の高まりから増
加を見込む。
　全般で見てもすべての品目で数％から 10数％の伸びを見込んでおり、世界的な経済成長の一
端が伺える。

◆◇◆ 2018年度◆◇◆
　世界経済が引き続き成長軌道にあることと円安傾向が継続することから、前年度比で 3.3％増
となる。内訳は、輸出数量が同 2.0％増、輸出価格が 1.3％の上昇となる。
　商品別に見ると、IoT、電子化需要を背景に半導体等電子部品を含む電気機器、スマートフォ
ン向けのパネルを含むその他、原動機や半導体製造装置を含む一般機械が底堅い。原料別製品
については、鉄鋼は引き続き価格上昇が続き、産業資材としての織物用糸・繊維製品も堅調だが、
海外生産が増加するガラス、タイヤなどは減少する。これらに加え、鉱物性燃料、化学製品な
どが 3～ 5％程度の伸びとなっている。鉄スクラップの価格上昇、生ゴムの数量増加などによ

Ⅲ．今回見通しの特徴
　本会の見通しの特徴は、専門委員会参加 8商社が社内外にヒアリング等を実施し、それらを
商品別に積み上げて作成している点である。今回作成する過程においては、以下の 3点が浮き
彫りになった。

（１）スロー・トレードからの脱却の兆し
　2007年の世界金融危機以降、貿易額の伸びが低迷し、このところ世界で見ても GDP成長率
を下回る事態が起こっていた。日本の輸出額も 2008年度以降 9年間のうち減少した年が 6年
あり、直近の 2015・16年度は輸出のみならず輸入も減少を記録したことから、スロー・トレー
ドの影響が日本にも及んでいると見られていた。ところが、2017年度上半期の日本の輸出は前
年同期比 12.8％増、輸入は同 15.3％増を記録。今回の見通しでは、年度としても輸出入でそれ
ぞれ 10.7％、11.3％の増加を見込んでおり、2018年度は輸出が約 81.8兆円と 2007年度に次ぐ
既往第 2位、輸入も約 77.5兆円と既往第 3位の高水準となる。輸出は 2017年度に 2010年度
以来 7年ぶりに数量主導で金額が増加する見込みであり、輸入も 2018年度に 8年ぶりに同様
の増加となる見通しであることからも、スロー・トレードから脱却の兆しが見られることをま
ずは指摘したい。
　IMFは 10月に発表したWorld Economic Outlookの中で、世界における同時成長を背景に
2017年以降、再び貿易額の伸びが GDP成長率を上回ると見通している。その理由としては、
先進国経済は日米欧ともに緩やかな成長軌道にあり、経済規模で世界第 2位の中国は成長鈍化
が想定より遅く、資源価格の底打ちによって資源国経済が成長に転じたことなどが挙げられる。
スロー・トレードの一因とされる中国などでの内製化、部分品の現地調達の動きは依然あるも
のの、現状では世界同時成長がもたらす貿易の伸びがそれを上回るスピードで起こっていると
考える。また、以下（２）とも関連するが、半導体等電子部品をはじめとする電気機器が輸出
入とも同じように伸びていることなどは、IoTなど電子機器を中心とする「新たな分野」におけ
るグローバル・バリューチェーンの構築が進んでいることを示しており、これが貿易量の増加
をもたらしていると考える。

（２）日本の貿易収支の構造変化
　貿易収支は 2016年度に 6年ぶりの黒字となり、2017・18年度は漸増する見通しになっている。
これは、日本の製品輸入比率が 2015年度に急拡大し、2017・18年度も高水準が続くという構
造面に着目して見通していることによる。半導体等電子部品を中心とする電子産業などで日本
がグローバル・バリューチェーンに組み込まれているためだが、その結果、輸出と輸入が同時
に増減する。足元で輸出額の増加に輸入額の増加が伴っていることもこれに符合している。
　したがってこの構造が続く限りは、日本の貿易黒字は 2016年度の水準から急激に拡大するこ
とはなく、仮に資源価格が大きく上昇するようなことがあれば、再びゼロ近傍まで縮小するこ
ともあるだろう。

（３）記録的な黒字となる経常収支
　日本は 2005年度以降、証券投資配当と債券利子である第一次所得収支の黒字が貿易黒字を
上回っており、2016年度には 18兆円を記録した。今回の見通しでは、2017年度は 20兆円弱、
2018年度には 20兆 5,560億円になるとしている。他方で、訪日外国人の増加による旅行収支
の改善と企業の海外生産による知的財産権等使用料の受取増によって、サービス収支の赤字幅
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り原料品は 8.3％の増加となるほか、食料品は和牛、ほたて、米粉、緑茶、日本酒などの輸出増
加で 2ケタの伸びとなる見通しである。
　他方、輸送用機器については主力の米国・中国市場が減速することから、自動車・自動車の
部分品ともに若干の減少に転じる。船腹の過剰感のある船舶も伸び悩む。
　全般では、これら輸送用機器と原料別製品の一部を除き、増加する見通しである。

２．輸　　入
◆◇◆ 2017年度◆◇◆

　輸入金額は、資源価格が底打ち後やや回復していること、建設・自動車など好調な内需、円
安傾向を背景に、前年度比 11.3％増と 4年ぶりの増加に転じる。内訳は、数量が同 2.8％増、
価格が同 8.3％の大幅な上昇となる。
　商品別に見ると、原油及び粗油、石油製品、LNG、LPGいずれも価格が上昇。これに加え上
半期に原料炭価格が高騰した影響などにより、鉱物性燃料は 15.3％の大幅増。また、内需が好
調な鉄鉱石、非鉄金属鉱ともに価格が上昇したことから原料品は 13.8％の増加を見込む。原料
別製品は内需が好調な鉄鋼、非鉄金属ではアルミニウムの大幅な伸びから 15.9％の増加となる。
　パソコンの高付加価値化による電算機類（含周辺機器）の増加などを受け、一般機械も増加。
半導体等電子部品は、太陽光パネル向けモジュールは減少するが ICやトランジスター等が好調
で、スマートフォンなど通信機も堅調であることから、電気機器も 10.9％の伸びとなる。魚介
類、肉類などの食料品は価格上昇にもかかわらず内需が好調で 10.3％の増加。化学製品も堅調
な内需を背景に 9.1％の増加となっている。輸送用機器では自動車はドイツ高級車の販売が好調
で、その他は衣類・同付属品が下げ止まって小幅ながら増加している。
　全般では、2016年度には大半の品目で減少していたのが、2017年度は逆にほとんどの品目
が増加に転じる見込みである。

◆◇◆ 2018年度◆◇◆
　輸入金額は、前年度比 3.1％の増加となる。円安による金額の増加がある一方で、一部資源は
原料価格の下落や国内市場の縮小により減少となる。数量は同 2.4％増加し、価格も同 0.7％上
昇する。
　商品別に見ると、原料品は銅鉱価格が上昇する一方で鉄鉱石価格の下落などにより 5.1％の減
少。鉱物性燃料は国内市場の縮小と再生可能エネルギーの台頭などによる発電用途の需要減少
から原油及び粗油の数量が減少し、金額は横ばい。石油製品は増加するものの、石炭は原料炭
を中心に価格が下落傾向となり、全体では横ばいとなる。
　原料別製品は引き続き内需が好調で 8.4％の増加。内訳では非鉄金属、織物用糸・繊維製品な
どの数量が増加。鉄鋼は価格上昇により増加する。食料品は魚介類の価格上昇と肉類の数量増
などにより増加傾向が続く。化学製品は、医薬品が数量・金額ともに増加。石油化学製品は微
増にとどまる。一般機械は、電算機類（含周辺機器）がパソコンの買い替え需要一巡により減
少するものの全体では増加。電気機器は、通信機はスマートフォンが買い替えサイクルの谷間
となって減少するものの、引き続き半導体等電子部品が好調で増加。輸送用機器は自動車が横
ばいとなるが、航空機類はリプレースもあって全体では微増となる。衣類・同付属品は東京オ
リンピックを控えスポーツウェアの需要増が継続するなどで、その他を押し上げている。
　全般では大まかには原料品が減少、鉱物性燃料が横ばいで、それ以外は数量増、円安の影響
などで一概に増加となっている。

Ⅴ．経常収支の見通し
◆◇◆ 2017年度◆◇◆

　経常収支は 22兆 7,700億円の黒字となる。2016年度の黒字 20兆 3,818億円を上回り、4年
連続で黒字が拡大する。
　貿易収支は 6兆 73億円の黒字。世界経済の成長による貿易の増加と円安を背景に、輸出入と
もに増加し、輸出の増加額が輸入の増加額を若干上回ることから、2016年度の黒字 5兆 7,726

億円を上回る。
　サービス収支は 1兆 1,085億円の赤字。訪日外国人の増加により、旅行収支の赤字幅が減少。
円安もあって知的財産権等使用料の受取が増加して、2016年度の赤字 1兆 3,816億円を下回る。
　第一次所得収支は 19兆 9,982億円の黒字となる。好調な海外景気を背景に直接投資収益が増
加することに加え円安傾向により、2016年度の黒字 18兆 827億円を上回る。

◆◇◆ 2018年度◆◇◆
　経常収支は 23兆 7,743億円の黒字となる。これはリーマン・ショック前の 2007年度に記録
した 24兆 3,376億円に次ぐ既往第 2位の水準である。
　貿易収支は 6兆 3,179億円の黒字となる。輸出入ともに増加するが、引き続き輸出の増加額
が輸入の増加額を上回り、黒字が拡大する。
　サービス収支は 9,421億円の赤字の見通し。引き続き好調なインバウンドによる旅行収支の
改善と知的財産権等使用料の受取の増加に円安効果も加わって、赤字は 1兆円を下回る。
　第一次所得収支は 20兆 5,560億円の黒字となり、2015年度の 20兆 8,964億円に次ぐ既往第
2位の黒字となる。

以上

資料編  Data Chapter▶14．2018年度わが国貿易収支、経常収支の見通し160 資料編  Data Chapter▶14．2018年度わが国貿易収支、経常収支の見通し 161



2018年度わが国貿易収支、経常収支の見通し（商品別輸出）

品　目
2016年度（実績） 2017年度（見込み） 2018年度（見通し）

コメント
　 上半期 下半期

10億円 伸び率% （実 績） 伸び率%（見込み）伸び率% 10億円 伸び率% 10億円 伸び率% 2017年度 2018年度
総　額 71,525 ▲3.5% 38,374 +12.8% 40,820 +8.8% 79,194 +10.7% ↑ 81,792 +3.3% 3年ぶり増加に転じる。 2年連続増加。

EX01　食料品 616 +2.9% 301 +2.2% 348 +8.0% 649 +5.2% ↑↑ 724 +11.7% 全体として円安による価格上昇と日本産品に対する需要の高まりから輸出金額は増
加する。
和牛などの畜産品の数量が増加しており、金額を押し上げる。

政府が掲げる農林水産物の輸出推進策を受けて引き続き日本産品への需
要が高まるなか、和牛、ほたてなどの水産物、米粉、緑茶、日本酒など
の輸出金額が増加する。

EX02　原料品 1,000 ▲7.6% 549 +16.5% 633 +19.7% 1,182 +18.2% ↑ 1,279 +8.3% 金属鉱及びくず：鉄スクラップの価格が大きく上昇基調にあり、下半期もその流れ
が続く。数量は横ばい。
生ゴム：回復する自動車需要の影響で数量が増加する。価格については現在が底値
水準であり上昇する。
化学繊維：原油価格の上昇と中国の廃プラスチック輸入規制の影響もあり価格は微
増する。数量は安価な化学繊維の生産が中国をはじめとした新興国へ移転している
ため減少する。

金属鉱及びくず：鉄スクラップは価格が微増し、数量は横ばい。
生ゴム：17年度と同様の傾向が続く。
化学繊維：16年からはじまった中国のアクリル繊維へのアンチダンピン
グ規制の影響が一巡するが、数量は減少傾向が続く。

EX03　鉱物性燃料 979 ▲14.2% 526 +13.2% 518 +0.7% 1,044 +6.6% ↑ 1,093 +4.7% 原油価格の上昇に伴う価格上昇により輸出金額は増加。
数量は上半期に軽油や揮発油が増加したものの、国内製油所の精製能力削減が進み
輸出余力が低下していることから下半期は減少を見込む。

原油価格の緩やかな上昇に伴い輸出金額は増加。海外での製油所の新設
により数量は伸び悩む。

EX04　化学製品 7,317 ▲3.4% 3,997 +15.8% 4,365 +13.0% 8,362 +14.3% ↑ 8,597 +2.8% 石油化学製品：海外需要の伸びを背景に市況が改善し、輸出金額は増加を見込む。
なお、主要石油化学製品のエチレンを生産する国内設備の稼働率は 9割を超える。
精油・香料及び化粧品類：16年度に初めて、輸出金額が輸入金額を上回り、17年
度も引き続き好調に推移すると見込まれる。

国内エチレン生産設備について、17年度の 2倍程度の規模の定期修理が
予定されており、需給のタイト化が予想される。一方で、米国でのシェー
ルガス由来のエチレン生産が本格化し、多くがアジア地域への輸出とな
る見込みのため、競争環境は厳しさを増す。化学製品全体としては、緩
やかな伸びにとどまる。

EX05　原料別製品 7,961 ▲9.4% 4,287 +10.7% 4,541 +11.0% 8,827 +10.9% ↑ 9,153 +3.7% 増加に転じる。国内需要が底堅く推移し数量は 16年度比で同水準。世界的な需要
の回復により価格が上昇し、金額が増加する。

世界経済拡大の追い風を受けるが、堅調な内需向け供給が優先される品
目もあるため数量は微増。価格は17年度より安定し、金額がやや増加する。

鉄鋼 2,931 ▲13.3% 1,597 +15.1% 1,796 +16.3% 3,393 +15.8% ↑ 3,682 +8.5% 国内需要が底堅く推移し数量は 16年度比で減少する。世界的な需要の回復および
中国国内での需給バランス改善による鋼材輸出の減少が影響し価格が上昇するため
金額は増加。

日本国内の鉄鋼生産余力が乏しく、堅調な内需向け供給が優先されるた
め、数量は 17年度比微増にとどまる。世界経済は底堅く鋼材需要は増加
が見込まれるため価格がやや上昇する。

非鉄金属 1,268 ▲6.2% 688 +11.5% 713 +9.5% 1,401 +10.5% → 1,394 ▲0.5% 銅：17年度下半期の数量は上半期の水準と変わらず。銅価格の上昇により、金額は
16年度比で増加。
アルミニウム：軽圧メーカーの海外での現地生産が進み、数量は減少するも価格は
地金相場上昇により金額はほぼ横ばい。

銅：数量は 17年度と同水準で変わらず。引き続き緩やかな銅価格の上昇
が見込まれ金額が微増。
アルミニウム：数量の減少傾向が続く。地金相場は 17年度下半期に高値
圏で推移しているため 18年度は低下・安定し、金額は減少。

織物用糸・繊維製品 682 ▲6.4% 355 +5.3% 354 2.8% 709 +4.0% ↑ 746 +5.2% 増加に転じる。円安や産業資材（主に自動車向け）の高付加価値化を背景に、価格
下落に歯止めが掛かることが主因。数量も、衣料資材、産業資材ともに緩やかに回復。

堅調に増加。円安に伴い価格が緩やかに持ち直す。数量も、新エネルギー
車を含めた自動車向け、半導体製造装置向けなどの産業資材の回復力が
強まる。

非金属鉱物製品 823 ▲6.4% 432 +5.5% 442 +7.1% 875 +6.3% ↓ 853 ▲2.5% 円安により価格は上昇する。特にセメントは 16年度の底値から回復基調にあり価
格上昇が見込まれる。
数量はほとんど変化がなく、金額は増加する。

円安ペースの鈍化により価格は微増となる。数量は、特にガラスの海外
生産の動きが続いており減少する。
全体として金額では微減となる。

ゴム製品 825 ▲12.5% 446 +7.6% 421 +2.7% 867 +5.2% ↓ 834 ▲3.8% 6割超を占めるタイヤを中心に、3年ぶりの増加。原料高の製品への転嫁や円安に
より、価格下落に歯止めが掛かったことが主因。数量も、世界経済の回復を受けて
いったん下げ止まり。

再び減少。タイヤについては、主要市場である北米と欧州で新興メーカー
の新規工場が相次いで立ち上がるため、需給が緩み、市況も再び悪化。
日本からの輸出に対しても、数量・価格の両面で下押し圧力がかかる。

EX06　一般機械 14,033 ▲0.2% 7,690 +15.2% 8,025 +9.0% 15,715 +12.0% ↑ 16,463 +4.8% 堅調な世界経済を背景にインフラ投資や設備投資が回復し、増加。
スマートフォンや自動車向けなどの半導体需要が堅調なため半導体製造装置が大幅
に増加となるほか、IoT、AIなどへの取り組みや人件費高騰による自動化ニーズの拡
大などから金属加工機械なども増加。

新興国を中心に設備投資やインフラ整備需要の堅調が続くことなどから、
輸出金額は増加。IoT、AIなど次世代技術への投資などが下支え。

原動機 2,479 ▲2.0% 1,346 +18.0% 1,412 +5.6% 2,758 +11.3% ↑ 2,836 +2.8% 上半期は自動車販売が好調な米国や中国向けの車両用内燃機関を中心に数量増加。
円安効果、世界的な旅客需要の拡大により航空機エンジンの部分品などの高付加価
値品が伸び、価格上昇。下半期は米国や中国向けの減速により伸び率はやや鈍化。

新興国経済の成長や高付加価値品の需要好調により、輸出金額は増加。

EX07　電気機器 12,560 ▲3.6% 6,746 +12.2% 7,320 +11.8% 14,066 +12.0% ↑ 14,490 +3.0% スマートフォン向け、データセンター向け半導体の需要が旺盛であり、それに伴う
装置関連も好調なことから 17年度は 16年度比 12.0％の増加を見込む。

17年度から引き続き最先端デバイスの需要は旺盛であり、それらに関連
する設備投資も活発となるため、電気機器全体も好調に推移し 17年度比
3.0％の増加となる。

半導体等電子部品 3,685 ▲3.7% 2,004 +13.6% 2,120 +10.4% 4,124 +11.9% ↑ 4,260 +3.3% 17年度上半期から引き続きスマートフォン用、データセンター用の半導体、自動車
の電動化による部品増加などにより 16年度比 11.9％増を見込む。

17年度から引き続き、最先端デバイス向け投資は活発となる見通しであ
り、データセンター向け、スマートフォン向けメモリを中心とした電子
部品の需要も継続が予想されることから 17年度比 3.3％の増加となる。

電気計測機器 1,444 ▲0.8% 785 +11.5% 830 +12.1% 1,615 +11.8% ↑ 1,660 +2.8% メモリを中心にデータセンター向け、スマートフォン向け半導体が好調に推移して
おり、最先端デバイス用投資は大幅に増加。また、中国は半導体・電子機器関連の
投資を強化しており、16年度比 11.8％の増加を見込む。

17年度から引き続き半導体を中心に好調に推移すると考えられることか
ら 17年度比 2.8％の増加。

EX08　輸送用機器 17,354 ▲4.5% 8,874 +7.4% 9,350 +2.8% 18,224 +5.0% → 18,100 ▲0.7% 自動車関連は米国などの主力市場が好調、船舶も資源価格上昇による需給の改善に
より傭船市況回復、輸送用機器全体で 16年度比 5.0％の増加。

自動車関連は米国などの主力市場が減速、船舶は 17年度並み、輸送用機
器全体で 17年度比横ばい。

自動車 11,293 ▲6.3% 5,747 +6.1% 6,000 +2.1% 11,747 +4.0% → 11,688 ▲0.5% 主力の米国向けが好調に推移、円安効果もあり 16年度比で増加に転じる。 主力の米国市場の減速などで 17年度比横ばい。

自動車の部分品 3,612 +5.5% 1,920 +13.4% 2,000 +4.2% 3,920 +8.5% ↓ 3,861 ▲1.5% 主力の米国と中国の需要が好調に推移、円安効果もあり 16年度比で増加。 主力の米国と中国の需要減速などで 17年度比微減。

船舶 1,237 ▲13.9% 654 +15.5% 725 +8.1% 1,379 +11.5% ↓ 1,350 ▲2.1% 船舶は 3～ 4年先の受注生産であるため、受注残をベースに試算。船腹過剰は続い
ており造船市況は停滞しているが、世界経済の回復に伴い、鉄鉱石・石炭などバル
ク船の傭船市況に回復の兆しあり。造船価格も底を打っており 17年度は 16年度比
11.5％の増加を見込む。

船腹の過剰感は継続されるが、世界景気の回復を引き継ぎ 17年度並みに
推移すると見通す。また、20年に施行される国際規制「船舶排出ガス規
制（硫黄分排出規制）」を予定しており、一部に買い替え需要や部材輸出
を見込む。

EX09　その他 9,705 +0.4% 5,404 +19.6% 5,722 +10.4% 11,126 +14.6% ↑ 11,892 +6.9% 科学光学機器の復調などから、増勢が大幅に強まる。 17年度の大幅な伸びからは鈍化するが、海外経済の拡大や円安を背景と
した堅調な増加が続く。

科学光学機器 2,133 ▲5.7% 1,192 +20.8% 1,260 +10.0% 2,453 +15.0% ↑ 2,575 +5.0% 中国や東南アジア向けのスマートフォンなどの電子部品需要が堅調なうえ、新機種
の押し上げ効果もあり 16年度比で大幅増に転じる。

スマートフォンの新機種や東南アジア向け需要が堅調なものの、中国需
要の減速などにより 17年度比で落ち着いた成長。

＊ 2017年度上半期の実績は確報ベース、金額は表示単位未満を四捨五入しているため計算が合わないことがある。
＊ ｢↑ ｣は前年度比増加、｢↓ ｣は減少、｢→ ｣は横ばい（前年度比 ±1％未満）を表している。
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2018年度わが国貿易収支、経常収支の見通し（商品別輸入）

品　目
2016年度（実績） 2017年度（見込み） 2018年度（見通し）

コメント
上半期 下半期

10億円 伸び率% （実績） 伸び率% （見込み） 伸び率% 10億円 伸び率% 10億円 伸び率% 2017年度 2018年度
総　額 67,525 ▲10.2% 36,461 +15.3% 38,705 +7.8% 75,165 +11.3% ↑ 77,513 +3.1% 4年ぶり増加に転じる。 2年連続増加。

IM01　食料品 6,410 ▲7.0% 3,552 +12.9% 3,515 +7.7% 7,067 +10.3% ↑ 7,399 +4.7% 堅調な国内需要などを背景に、魚介類や肉類などを中心に金額が増加する。 国内需要は引き続き堅調であるが、数量の伸びは鈍化する。

魚介類 1,486 ▲5.3% 832 +16.3% 852 +10.5% 1,684 +13.3% ↑ 1,786 +6.1% まぐろは世界的に需要が逼迫し、価格が上昇している。他国の需要が旺盛であり数量は微減を見
込む。
さけも米国で紅鮭の引き合いが増加していることなどから、どの魚種も価格が上昇している。数
量は微減となるが、金額は増加する。
えびは中国の養殖場の病気の影響や、円高気味だった 16年度からの反動減により数量は減少する
が価格の上昇が続き、金額は増加。

さけ、まぐろは中国をはじめとした世界的な需要増が続き、数量は横ばいとなり、価格は引き続
き上昇する。
えびは 17年度の中国からの供給不足が解消され数量が増え、需給のゆがみが解消されることから
価格は下落する。

肉類 1,316 ▲4.0% 762 +16.9% 724 +9.0% 1,486 +12.9% ↑ 1,576 +6.1% 豚肉は国産豚の価格上昇を受け、輸入数量が微増し、価格も高止まりするため輸入金額は増加する。
牛肉は米国産の冷凍牛肉にセーフガードがかかっているが、冷蔵牛肉や豪州産の数量が増え、全
体の数量は日本の需要増加にあわせて伸びる。
鶏肉は 16年度上半期の価格下落の影響で上半期は大きく伸びたが、下半期は一巡する。

豚肉は 17年度の価格上昇は一服し、米国からの輸入が数量を押し上げる。
牛肉は米国産のセーフガードは未定であるが、数量は引き続き需要増に伴って増加し、価格は横
ばい。
鶏肉は価格、数量ともに横ばい。

IM02　原料品 4,068 ▲10.9% 2,381 +22.1% 2,248 +6.1% 4,629 +13.8% ↓ 4,391 ▲5.1% 数量は微増も価格上昇が継続し金額が増加する。建築向け、自動車向けの需要が好調。 減少に転じる。非鉄金属鉱は増加するも、鉄鉱石の減少による。

鉄鉱石 818 ▲17.5% 567 +49.2% 505 +15.2% 1,072 +31.0% ↓↓ 907 ▲15.4% 建築向け、自動車向けの需要が引き続き好調となり下半期の粗鋼生産量は上半期よりも増加が見
込まれ、数量は 16年度並みとなる。
価格は 16年度より上昇し、金額は大幅に増加。

17年度と同程度の自動車需要やオリンピック関係の物件投資が見込まれるため数量も同程度とな
る。
価格は下落傾向が継続すると見込まれるため金額が減少する。

非鉄金属鉱 1,214 ▲6.8% 683 +19.1% 690 +7.7% 1,373 +13.1% ↑ 1,449 +5.5% 17年度は製錬所の炉修・操業トラブルなどにより 16年度とほぼ同水準の銅鉱数量となる見込み。
銅鉱価格は上昇。非鉄金属鉱全体の金額が増加する。

製錬所炉修の減少が見込まれ 18年度の精鉱数量は増加する。
銅鉱価格は上昇傾向が継続し金額が増加する。

IM03　鉱物性燃料 13,138 ▲18.2% 7,247 +32.3% 7,899 +3.1% 15,145 +15.3% → 15,203 +0.4% 省エネルギーの進展などから原油や石油製品の数量が減少。原油価格上昇と円安傾向により、輸
入金額は増加。
石炭も上半期の価格高騰を主因に大幅増。ただし、下半期は原料炭を中心に 16年度同期比マイナ
スに転じる。

省エネルギーの進展や再生可能エネルギーへのシフトなどから、数量は原油を中心に小幅減少。原
油価格の騰勢も弱まるため輸入金額は横ばい。

原油及び粗油 6,180 ▲16.1% 3,205 +17.8% 3,603 +4.2% 6,809 +10.2% → 6,776 ▲0.5% 原油価格の上昇と円安により輸入金額は大幅に増加。国内の石油製品需要の減少や、火力発電用
途の原油需要減少により数量は減少。

省エネルギーの進展による国内市場の縮小や、再生可能エネルギーの台頭などから火力発電用の
原油需要の減少傾向が続き、数量減少。原油価格の騰勢も弱まるため、金額は横ばい。

石油製品 1,182 ▲28.1% 671 +42.5% 722 +1.5% 1,393 +17.8% ↑↑ 1,547 +11.1% 原油価格上昇に伴い価格が上昇し、輸入金額は大幅に増加。低燃費化や他エネルギーへの燃料転換
などの構造的要因により国内の石油製品需要は減少傾向が続いており、数量は減少。

国内の石油製品需要は減少傾向が続くものの、緩やかな原油価格の上昇や円安傾向により輸入金
額は増加。

LNG 3,334 ▲26.6% 1,861 +36.1% 2,042 +3.8% 3,903 +17.1% ↑ 4,016 +2.9% 原油価格上昇を主因に輸入金額は大幅に増加。LNGの価格はデリバリーされる 3ヵ月前の原油価
格にリンクしている事が多い。

数量は 17年度並みを想定。原油価格の上昇、円安により輸入金額は増加。

LPG 473 ▲18.2% 248 +40.2% 376 +27.2% 624 +32.1% → 628 +0.7% 数量：家庭業務用および自動車燃料用の需要は落ちるものの、都市ガス用および化学原料用の需
要増により増加。
価格：原油価格の上昇や、産油国の協調減産により原油に付随して出てくる LPGの生産が減少し
たことから上昇。

数量：17年度同様、都市ガス用、化学原料用の需要増が見込まれ、増加が続く。
価格：17年度の価格上昇の反動などからやや下落の見込み。

石炭 1,917 +2.8% 1,244 +73.1% 1,116 ▲6.9% 2,360 +23.1% ↓ 2,195 ▲7.0% 原料炭、一般炭とも、上半期の価格高騰を主因とした大幅増に。ただし、下半期は原料炭を中心
に 16年度同期比マイナス。16年度下半期の価格上昇の反動を含んでくることに加え、原料炭市況
が中国市場の変調（環境規制強化に伴う鉄鋼生産抑制、一部サプライヤーによる在庫調整）をきっ
かけに反落し始めているため。

減少に転じる。原料炭を中心に価格下落が続くため。もっとも、中国の鋼材需要はインフラ向け
を中心に底堅いことから、原料炭が大きく値崩れするまでには至らず。

IM04　化学製品 7,122 ▲8.5% 3,757 +8.7% 4,014 +9.6% 7,771 +9.1% ↑ 8,158 +5.0% 医薬品：高齢化の進展による需要増加を受けつつも、医療費抑制策の影響のもと、微増にとどまる。
石油化学製品：国内供給能力の削減と最終製品の需要増を背景に、需給の逼迫感が高まりつつあり、
増加が見込まれる。

医薬品：数量・金額ともに、緩やかに伸びる。なお、18年 4月には薬価改定が予定されており、
輸入金額にも影響を与える。
石油化学製品：国内需要は緩やかな増加が続くものの、市場の成熟ゆえ一段の加速は見込みにくく、
微増にとどまる。

IM05　原料別製品 6,148 ▲9.8% 3,399 +14.6% 3,728 +17.1% 7,128 +15.9% ↑ 7,727 +8.4% 増加に転じ、特に非鉄金属、鉄鋼が大幅に伸びる。内需が堅調なため数量が増加し、世界的な需
要回復により価格が上昇するため金額の増加が見込まれる。

回復傾向が続く。数量の緩やかな増加が続くほか、円安と緩やかな価格上昇が見込まれ金額が増
加する。

鉄鋼 738 ▲8.4% 464 +39.4% 514 +26.9% 978 +32.5% ↑ 1,051 +7.5% 内需が堅調に推移し数量が増加する。世界的な需要の回復および中国国内での需給バランス改善
による鋼材輸出の減少により 16年度より価格上昇が見込まれるため金額が大幅に増加する。

数量は 17年度比で微増、価格は 17年度比でやや増加する。

非鉄金属 1,426 ▲8.7% 861 +29.8% 915 +19.9% 1,776 +24.5% ↑ 1,907 +7.4% アルミニウム：在庫は適正水準 25万トン付近を推移。需要が堅調に推移し、地金価格の上昇と数
量の増加が見込まれ金額が増加する。
白金族：プラチナ投資・自動車触媒需要が回復し数量は微増。また価格は、プラチナがやや低下
したが、パラジウムが上昇基調なため、金額は増加する。

アルミニウム：需要の高止まりを背景に数量増加が継続。地金価格も底堅く推移するため金額も
増加する。
白金族：自動車販売が好調なため触媒需要が増加し、数量が増加する。価格は緩やかな上昇が見
込まれ、金額は 17年度よりさらに増加する。

織物用糸・繊維製品 873 ▲9.6% 458 +6.5% 454 +2.5% 912 +4.5% ↑ 961 +5.4% 増加に転じる。数量は、衣料資材の低迷が続くが、自動車用をはじめとした産業資材を中心に全
体としては緩やかに増加。このもとで価格も下げ止まり。

回復傾向が続く。数量の緩やかな増加が続くほか、円安持続に伴い価格が持ち直す。

非金属鉱物製品 673 ▲11.9% 344 +4.1% 367 +6.9% 711 +5.5% ↑ 748 +5.3% ガラス：新規住宅着工件数の緩やかな減少を背景に建築用ガラスの数量は減少傾向。自動車用ガ
ラスの数量も減少傾向。価格上昇と円安により輸入金額は増加。
ダイヤモンド：円安により数量は緩やかに減少。価格は横ばいであるが、円安による押し上げ効
果により輸入金額は増加。

ガラス：新規住宅着工件数は 17年度に引き続き緩やかな減少傾向にあるため建築用数量は減少。
また、自動車用ガラスの数量も減少傾向。価格の上昇とさらなる円安の進行により金額は増加。
ダイヤモンド：輸入量はほぼ緩やかに減少。価格は横ばいの見通しだが、円安による押し上げ効
果により輸入金額は 17年度と同程度に増加。

IM06　一般機械 6,422 ▲7.9% 3,632 +19.2% 3,740 +10.8% 7,372 +14.8% ↑ 7,650 +3.8% 電算機類はパソコンの高付加価値化と買い替え需要により大幅増に転じる。下半期はエアコンが
剥落するものの、半導体製造装置は好調、原動機も伸びて、増加に転じる。

電算機類は価格上昇に加え買い替え需要も一服し減少に転じるが、一般機械全体では底堅く、円
安効果で 17年度比 3.8％の増加。

電算機類（含周辺機器） 1,746 ▲9.6% 955 +22.9% 1,140 +17.6% 2,095 +20.0% ↓ 1,988 ▲5.1% 大幅増に転じる。パソコンの高付加価値化（CPUの高性能化や省電化など）による価格上昇が主因。再び減少に転じる。価格上昇は一服し、買い替え需要も一巡。

IM07　電気機器 10,919 ▲7.5% 5,584 +10.2% 6,520 +11.4% 12,104 +10.9% ↑ 12,570 +3.8% パソコンの買い替えなどで ICの数量が増加し、半導体等電子部品の輸入は増加。通信機も 2年周
期の山にあたり、特に下半期は新機種の輸入増加要因が加わって増加。

半導体等電子部品は国内需要が一服し数量は緩やかに増加。通信機は携帯電話が 2年周期の谷、
基地局についても大きくは伸びず伸び悩み。17年度比ではやや増加となる。

半導体等電子部品 2,524 ▲12.4% 1,385 +13.9% 1,466 +12.1% 2,851 +13.0% ↑ 3,006 +5.4% 国内ではパソコンの買い替えサイクルが続き、ICやトランジスター等の数量が増加する。一方で
太陽光パネル向けのモジュールの減少は続く。

パソコンや家電製品の国内需要の回復が一服し、数量の増加は緩やかになる。

通信機 2,781 ▲4.5% 1,237 +1.3% 1,664 +6.6% 2,901 +4.3% ↓ 2,841 ▲2.1% 輸入全体の約 6割を占める携帯電話は、下半期では新機種の販売開始により輸入が増加し、通信
機全体をけん引する見込み。携帯電話に次いで輸入全体の約 2割を占めるデータ通信機器、そし
て金額は小さいものの基地局に関しても、携帯電話の需要増とデータ通信高速化に対応すべく、下
半期も上半期同様、16年度同期比で輸入は増加する見通し。

減少に転じる。携帯電話は、買い替えサイクルの谷になるため、輸入金額は減少。基地局は、19
年から導入開始予定の 5G用の基地局の輸入が増えると考えられるものの、既存の 4Gの基地局を
改修することで 5Gに対応させることも可能なので、大きく金額が増えることはない見通し。ただ、
IoTやビッグデータ、ロボットを活用した新サービスの創出、自動運転車普及に伴い、データの大
容量・高速化の必要性が高まると考えられるため、ネットワーク関連機器の需要は堅調に推移す
ると見られる。

IM08　輸送用機器 3,087 ▲0.1% 1,555 +4.0% 1,670 +4.9% 3,225 +4.5% ↑ 3,285 +1.9% 自動車はドイツ高級車が販売好調で増加、航空機は機体購入減少で大幅減、輸送用機器全体で 16
年度比 4.5％の増加を見込む。

自動車はドイツ高級車の販売好調が継続、航空機は 17年度並み、輸送用機器全体で 17年度比 1.9％
の増加。

自動車 1,185 +5.1% 638 +7.2% 592 +0.4% 1,230 +3.8% → 1,238 +0.7% クリーンディーゼル車の販売が引き続き好調（輸入車販売比率過去最高の 22％）。日本メーカー逆
輸入車の販売は不調も、ドイツ高級車の販売好調により引き続き堅調に推移する見込み。

クリーンディーゼル車などのドイツ高級車の販売好調が継続するため、17年度比横ばい。

航空機類 705 ▲3.0% 280 ▲20.1% 303 ▲14.3% 583 ▲17.2% ↑ 600 +2.8% 航空機は 2～ 3年前の受注に基づく計画生産。一部キャリアの機種更新の集中と LCC用機種のデ
リバリーが15年度をピークに収束。また、大手キャリアは顧客満足向上に向けた投資（Wi-Fiや高級・
高機能シート導入）を進めており、また、LCCの需要は増加傾向にあるものの、機体購入よりも、
業務提携や資本提携に重点を置いており、輸入数量は横ばいか微増にとどまる見通し。

17年度と同様の傾向が継続。17年度比同程度の水準とみる。

IM09　その他 10,211 ▲9.1% 5,353 +6.9% 5,371 +3.2% 10,724 +5.0% ↑ 11,130 +3.8% 精密機器類：医療関係は消耗品が増加するも、機器が伸びず。時計は資産価値のある高級ブラン
ドに安定した需要あり。半導体・液晶関連は最終製品の生産拠点移転の影響あり。
その他雑製品：がん具は回復後に伸びが鈍化。そのほか住宅着工の頭打ちなどを背景に一段の上
伸を見込みにくいものが多い。
特殊取扱品：金の通関は低水準が続くと見込む。

個人消費の緩やかな回復が追い風となるが、がん具、半導体・液晶関連、住宅関連などで伸びの
鈍化が見込まれ伸び率は低下する。

衣類・同付属品 2,977 ▲12.0% 1,523 +1.7% 1,506 +1.8% 3,028 +1.7% ↑ 3,145 +3.9% 大幅な落ち込みが一服。国内市場は品目により売れ行きの好不調が分かれているが、輸入におい
てはスポーツウェアやワーキングウェア（主に建設作業用）の需要回復が押し上げ要因に。

伸びが緩やかに高まる。20年の東京オリンピック開催を控えて、スポーツウェアの需要増が持続。
加えて、円安が続くもとで価格も総じて持ち直し。

製品輸入 43,910 ▲7.9% 23,280 +10.6% 25,043 +9.5% 48,324 +10.1% ↑ 50,520 +4.5% 製品輸入比率 64.3％（前年度比 ▲0.7ポイント）。 製品輸入比率 65.2％（前年度比 +0.9ポイント）。

＊ 2017年度上半期の実績は 9桁速報ベース、金額は表示単位未満を四捨五入しているため計算が合わないことがある。
＊ ｢↑ ｣は前年度比増加、｢↓ ｣は減少、｢→ ｣は横ばい（前年度比 ±1％未満）を表している。

資料編  Data Chapter▶14．2018年度わが国貿易収支、経常収支の見通し164 資料編  Data Chapter▶14．2018年度わが国貿易収支、経常収支の見通し 165



FY2018 Outlook for Japan's Trade Balance and Current Account

Overview

1. Outlook for Trade by Commodity （Customs-cleared Basis）
●　 FY2017: Two consecutive years of over four trillion yen of surplus, backed by the recovery 

of the global economy and the depreciation of the yen

　Total exports are forecast to increase by 10.7% over the previous fiscal year to reach 79.194 

trillion yen; specifically, there is forecast to be a 5.4% rise in export volume and a 5.0% rise in 

export value over the previous fiscal year. The recovering global economy is resulting in an increase 

in export volume, and the yen has tended to depreciate, causing total exports to increase for the 

first time in three years.

　Total imports are forecast to increase by 11.3% over the previous fiscal year to 75.165 trillion yen. 

Import volume is forecast to increase by 2.8% and import value to rise by 8.3% over the previous 

fiscal year. The bottoming out and slight recovery of resource prices, strong internal demand in the 

construction and automotive sectors, and the depreciated yen are expected to result in increased 

import value for the first time in four years.

　Exports will rise by a slightly greater margin than imports, producing a trade surplus.

●　 FY2018: Total exports exceed 80 trillion yen due in part to the falling yen, reaching the 

second highest in history

　Total exports are forecast to increase by 3.3% over the previous fiscal year to reach 81.792 trillion 

yen. The global economy is expected to continue to grow and the yen to fall, resulting in a forecast 

of a 2.0% rise in export volume and a 1.3% rise in export value over the previous fiscal year.

　Total imports are forecast to increase by 3.1% over the previous fiscal year to 77.513 trillion yen. 

Specifically, import volume is forecast to increase by 2.4% and import value to rise by 0.7% over 

the previous fiscal year. The amount of imports will rise due to the weak yen, but will decrease for 

some resources due to falling raw material prices and the contraction of the domestic market.

2. Outlook for the Current Account
●　 FY2017: Current Account sees the fourth consecutive year of surplus growth

　The Current Account is forecast to reach a surplus of 22.77 trillion yen, surpassing the FY2016 

level of 20.382 trillion yen and seeing the fourth consecutive year of surplus growth.

　Specifically, exports will rise by a slightly greater margin than imports, producing a trade surplus 

of 6.007 trillion yen. The service balance deficit will shrink to 1.108 trillion yen due to an increase 

in royalties received. The primary income balance surplus will grow to 19.998 trillion yen due to an 

increase in direct investment yield and the falling yen.

●　 FY2018: Current Account surplus exceeds 23 trillion yen, the second highest surplus in 

history

　The Current Account is forecast to reach a surplus of 23.774 trillion yen, the second highest in 

history following the 24.338 trillion yen recorded in FY2007, before the Lehman crisis.

　Specifically, the trade surplus will rise to 6.318 trillion yen due to export growth outstripping 

imports. The deficit on services will fall below 1 trillion yen in royalties received to 942.1 billion yen. 

The surplus on primary income will rise to 20.556 trillion yen.

Summary Data

［Customs-cleared Trade］
FY2016
Results

FY2017
Forecast

FY2018
Forecast

（Billions of 
Yen）

Year-on-year 
change
（rate）

（Billions of 
Yen）

Year-on-year 
change
（rate）

（Billions of 
Yen）

Year-on-year 
change
（rate）

Customs-cleared Trade Balance 4,000  +5,105 4,029  +29 4,279  +250
Exports 71,525  （-3.5%） 79,194  （10.7%） 81,792  （3.3%）

Quantum Index 2.4% 5.4% 2.0%
Unit Value -5.8% 5.0% 1.3%

Imports 67,525  （-10.2%） 75,165  （11.3%） 77,513  （3.1%）
Quantum Index 0.5% 2.8% 2.4%
Unit Value -10.7% 8.3% 0.7%

［Current Account Balance］
FY2016
Results

FY2017
Forecast

FY2018
Forecast

（Billions of 
Yen）

Year-on-year 
change
（rate）

（Billions of 
Yen）

Year-on-year 
change
（rate）

（Billions of 
Yen）

Year-on-year 
change
（rate）

Goods and Services Balance 4,391  +5,414 4,899  +508 5,376  +477
Trade Balance 5,773  +5,443 6,007  +235 6,318  +311

Exports 70,679  （-3.4%） 78,257  （10.7%） 80,824  （3.3%）
Imports 64,906  （-10.9%） 72,249  （11.3%） 74,506  （3.1%）

Service Balance ▲ 1,382  -29 ▲ 1,108  +273 ▲ 942  +166
Primary Income 18,083  -2,814 19,998  +1,916 20,556  +558
Secondary Income ▲ 2,092  -81 ▲ 2,127  -35 ▲ 2,157  -30

Current Account 20,382  +2,520 22,770  +2,388 23,774  +1,004

Note: Due to rounding some amounts may not add up precisely to the totals provided.

［Preconditions］
2016 2017 2018

Global Trade （CY） 2.3 % 3.9 % 4.0 %
Global Economy （Real growth rate/CY） 3.2 % 3.6 % 3.6 %

USA 1.5 % 2.2 % 2.3 %
Euro zone 1.8 % 2.1 % 1.9 %
Emerging and Developing Asia 6.4 % 6.5 % 6.5 %

Japanese Economy （Real growth rate/FY） 1.3 % 1.6 % 1.2 %

Notes: 1. Emerging and Developing Asia is defined by IMF.

2. In addition to the above preconditions, based on foreign currency exchange market and crude oil market trends in mid-

November, calculations were performed using a yen/dollar exchange rate of 111 yen/dollar for FY2017 and 114 yen/

dollar for FY2018; and a CIF crude-oil price of 52 dollars/barrel for FY2017 and 53 dollars/barrel for FY2018.
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